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質問
項目

中小企業への重点政策について 消費税について 国・地方の基礎的財政収支について 「平和」について 中小企業憲章の国会決議について

質
問
内
容

　経済の持続的・安定的発展には、多くの国
民や中小企業が景気回復の実感がもてる状況
を生み出す必要があります。そのためには、
中小企業憲章に示された「中小企業は経済を
牽引する力であり、社会の主役である」とい
う理念を軸にした政策実行が重要と考えま
す。貴党の考える中小企業に対する重点政策
についてお聞かせ下さい。

　2019年10月に消費税の10％への引き上げが
予定されています。現行の税制において、消
費税については見解が分かれ、議論の的とな
り続けてきました。消費税について貴党の考
えをお聞かせ下さい。

　国・地方の基礎的財政収支（プライマリー
バランス）を2020年度黒字化する財政健全化
目標達成の先送りが報道されています。今回
歳出拡大が要請されている教育、社会保障分
野の重要性には理解を示すものであります
が、同時に財政状況の改善は国際社会からも
要請されている重要課題でもあります。大き
な政策課題でもある財政健全化を実現する道
筋など貴党のお考えをお聞かせ下さい。

　当会では、「日本経済の自主的・平和的繁
栄を目指す」ことを理念に明示し、「平和の
なかでこそ中小企業は繁栄することができ
る」ことを基本的考えとしています。2015年
の平和安全法制成立に際し、「平和」を巡る
国民的議論がわき上がったことを受け、この
間当会でも中小企業の見地から「平和」を考
える取り組みを進めています。貴党の「平
和」に関するお考えをお聞かせ下さい。

　当会は、中小企業憲章を現在の閣議決定に
留めず、国民の総意である国会決議を行うこ
とが重要と考えています。このことについ
て、貴党の考えをお聞かせ下さい。
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　日本共産党は、中小企業の振興が、日本経
済の安定した発展に欠かせない、根幹を担っ
ているものと考えます。大企業と中小企業
が、公正なルールのもとで対等に交渉をする
環境を確立することが必要です。また、中小
企業労働者の賃金格差をなくすことが重要で
あり、中小企業全体を視野に入れた振興・支
援策に転換し、国の中小企業予算を１兆円増
額します。日本共産党は、中小企業の振興の
ためにも、「アベノミクス」をストップし、
格差と貧困をただす経済民主主義の４つの改
革が必要だと考えます。①消費税の10％への
増税中止、大企業・富裕層への応分の負担な
ど税金の集め方の改革、②社会保障や教育、
子育て支援中心の予算など税金の使い方の改
革、③８時間働けばふつうに暮らせるよう
に、社会保険料減免や賃金助成で中小企業の
賃上げに直接的な支援を行う、働き方の改
革、④大企業と中小企業の格差をただす産業
構造の改革を提起しています。

　2014年に８％に引き上げて以来、個人消費
や商店の売り上げは激減し、今も影響は続い
ています。そもそも消費税は低所得者ほど負
担が重くなる不公平税制です。これを引き上
げることは格差をいっそう拡大し、日本経済
のゆがみを広げるものに他なりません。使い
道も、８％へ増税した時に政府は「社会保障
のため」と言いましたが、社会保障は切り捨
てられ悪くなる一方でした。今回は、「幼児
教育の充実」を持ち出してきましたが、税制
改革をすれば消費税を増税しなくても十分で
きることです。10％への増税はきっぱり中止
すべきです。日本共産党は「消費税に頼らな
い別の道」で必要な財源を確保します。具体
的には①富裕層や大企業への優遇をあらた
め、「能力に応じた負担」の原則を貫く税制
改革を進める、②大企業の内部留保の一部を
活用し、国民の所得を増やす経済改革で税収
を増やす、この２つの改革を提案していま
す。

　アベノミクスで格差を拡大し、消費税増税
で家計を痛めつけるのでは、政府が目指す経
済成長は見込めません。最大の原因として
は、アベノミクスで大企業が史上最高の利益
を上げあげながら労働者の賃上げにはつなが
らず、さらに消費税により、実質賃金や個人
消費がマイナスになっていることが上げられ
ます。日本共産党は、「能力に応じた負担」
の原則をつらぬく税制改革などで20兆円、国
民の所得を増やす経済改革による税の自然増
が20兆円、あわせて40兆円の財源を確保すれ
ば、今後十数年で、社会保障の抜本的拡充を
はじめ、教育や暮らし向上のための施策に取
り組みながら、財政の健全化をすすめていく
ことが可能になると考えています。国民の所
得を増やすことこそ財政の健全化につながり
ます。2030年ころまでには、基礎的財政収支
を黒字化し、対ＧＤＰ比でみた債務残高の増
大を食い止め、逆に減少に転じさせることが
可能になると考えます。

　国民の大多数が憲法９条を「守るべき」と
考えています。日本を「戦争する国」にしな
いために、安保関連法、いわゆる戦争法の廃
止は急務です。北朝鮮問題で国際情勢が緊迫
している中、安倍首相が「必要なのは対話で
はなく圧力だ」と発言したことは大変危険で
す。今日本に必要なのは９条に基づく平和の
外交戦略であり、日本共産党は①武力行使の
放棄や対話促進などを定めた北東アジア規模
の「友好協力条約」の締結、②北朝鮮問題に
関する「６カ国協議」で核・ミサイル・拉致
など諸懸案の包括的解決を図り、これを北東
アジアの平和と安定の枠組みに発展させる、
③領土紛争に関する紛争問題は冷静な外交的
解決に徹し、友好的な協議・交渉を通じて解
決する行動規範を結ぶ、④日本の侵略戦争と
植民地支配を反省し、歴史を偽造する逆流の
台頭を許さない。これらを盛り込んだ「北東
アジア平和協力構想」を提唱しています。

　中小企業・自営業者は、製造、建設、小売
り、サービスなどあらゆる分野で大きな役割
を果たし、雇用の最大の担い手であり、日本
経済の根幹というべき重要な存在です。さら
に、①短期的な利益よりも雇用や社会貢献を
重視する②利益を地域に還元し、域内循環の
中核を担う③高いモノづくり技術をもつ経
済・文化資源である④地域に根差して社会的
責任を果たすなど多彩な役割を果たしていま
す。貴会など中小企業団体の運動で閣議決定
された中小企業憲章を、国会決議し、現実の
予算や施策に活かすべきと考えます。具体的
には、①小規模企業重視の方向に国の経済政
策を転換させ、省庁横断的な「中小企業政策
会議」をつくるなど、中小企業の声が国政に
反映される仕組みをつくる②県や名古屋市で
策定された「中小企業振興条例」を各地で制
定し、全事業所実態調査を行い、地域独自の
活性化策をすすめることです。中小企業基本
法抜本的見直しも必要です。
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　地域経済の主役である中小企業・小規模事
業者が直面する、人手不足、マーケット縮小
などの課題に対し、起業の活性化、地域の強
みや魅力を活かした商品開発や海外展開を含
めた販路開拓、人材育成、人材投資の推進、
IT・IoT導入支援の強化など生産性向上に取り
組みます。具体的には、設備投資の促進、強
力な固定資産税の軽減措置など拡充や働き方
改革への支援策等を講じます。
　中小企業の収益力の向上と地域に根付いた
価値ある事業の次世代への承継のため、承継
の準備段階から承継後まで切れ目のない支援
を集中的に推進します。さらに、地域の支援
機関や専門家、よろず支援拠点などを通じて
施策を地域の隅々まで行き渡らせ、ローカル
アベノミクスの実現を図ります。
　また、下請企業の適正な収益を確保するた
め、下請ガイドラインの周知・改訂等を図る
とともに、独禁法や下請代金法の運用の徹
底・強化を図り、不当行為の取締りを進めま
す。

　急速に少子高齢化が進むわが国がこれから
も持続的な成長を遂げるには、現役世代が不
安を感じている子育て・介護の問題に政策資
源を投入する「全世代型社会保障」転換など
「人づくり革命」を実現する必要です。その
ために必要な財源については、将来の世代の
負担としないため、消費税率10％への引上げ
の財源の一部を活用します。その上で、子育
て世代への投資と社会保障の安定化とにバラ
ンスよく充当し、景気への悪影響を軽減しな
がら財政再建も確実に実行します。

　基礎的財政収支を黒字化するとの目標は堅
持し、同時に、債務残高対ＧＤＰ比の安定的
な引き下げも目指します。その達成に向けて
は、「次世代への責任」という観点からわが
党で精力的な議論の内容を受け、平成27年6月
に策定した「経済・財政再生計画」における
歳出水準の目安に沿って、引き続き、費用対
効果の検証や無駄の排除を徹底し、歳出の効
率化・重点化を進めるとともに、目標達成に
向け、歳出・歳入両面からの改革を続けるよ
う具体的計画を策定します。
　また、成長戦略や事前防災等の分野に資金
を重点的に配分することなど、わが国経済の
成長に向けた施策を実施することで税収増を
目指します。また、目標の実現と新たな施策
実施の両立を図るため、新たな施策には、将
来の成長に与える影響を考慮しつつそのため
の恒久的な財源を確保する原則を確立しま
す。

　わが党は現行憲法の国民主権、基本的人権
の尊重、平和主義の３つの基本原理を今後と
も堅持するとともに、日米同盟を基軸に、普
遍的価値を共有する国々との連携を強化しな
がら、国際協調主義に基づく積極的平和主義
のもと、地球儀を俯瞰する戦略的な外交を展
開していくことで、地域や国際社会の平和、
安定及び発展に一層貢献していくことが必要
と考えています。

　中小企業憲章に関してわが党は、政府と一
体となり、憲章に示された行動指針に沿った
形で具体的な支援策を策定し、遅滞なく実施
することが、まずは重要と考えている。
　中小企業・小規模事業者はわが国企業の
99.7％、雇用の７割を担う重要な存在であ
り、中小企業・小規模事業者向け政策にあ
たっては、中小企業憲章を踏まえ、高い戦略
性をもって、各省の連携を進め、支援措置の
充実を図ってまいりたい。
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　大企業の収益向上をトリクルダウンさせる
というアベノミクスを転換し、中小企業を底
上げするボトムアップの経済政策へと転換し
ていきます。特に安倍政権において顕著な
「景気対策」（補正予算）として中小企業対
策を講じるだけではなく、当初予算の一般会
計において、恒久的に中小企業支援策を増額
します。

　低所得者や中小企業に負担の大きい消費税
率１０％への増税は、反対です。賃金が伸び
悩む中で「将来の増税」が見込まれていて
は、将来不安から消費が低迷することは明ら
かです。
　また、消費税増税と社会保障の安定・充実
を「一体」のものとしている「一体改革」を
やり直すべきと考えます。そうした中で、社
会保障財源は、所得税の累進性強化、パナマ
文書に見られる税逃れへの規制強化、大企業
向け政策減税の廃止など、「税制全体をパッ
ケージ」として捻出するとともに、消費税に
ついては引き下げを目指すべきです。同時
に、トリクルダウンではなくボトムアップへ
の経済政策に転換し、税収増を図るべきと考
えます。

　消費税増税を前提にし、名目３％以上・実
質２％以上の経済成長により、名目GDP600兆
円を達成するという「経済再生」ケースでも
ＰＢ赤字は8.2兆円であり、アベノミクスでは
経済再生・財政健全化の同時達成ができない
ことはすでに明らかでした。まずは、「税と
社会保障の一体改革」をやりなおすべきで
す。

　日本国憲法の「平和主義」「国民主権」
「基本的人権の尊重」の三原則を遵守し、憲
法理念の具体化のための法整備や政策提起を
すすめます。集団的自衛権の行使を容認した
「７・１閣議決定」を撤回し、「戦争法」を
廃止します。平和憲法の理念に基づく安全保
障政策を実現するために、「平和創造基本
法」を制定します。自衛隊の活動を「専守防
衛」の水準に引き戻します。民間人である船
員を予備自衛官補として活用する制度の創設
など、事実上の徴用の拡大に断固反対しま
す。沖縄県民の民意を無視する辺野古新基地
建設に反対します。核廃絶に向け全力で努力
します。核兵器の違法化、禁止条約の制定を
めざします。「非核三原則」の法制化をめざ
します。

　同友会の皆さまの活動に敬意を表すととも
に、「中小企業憲章」を国民の総意とすべく
社民党は、引き続き国会決議を目指し尽力し
ていきます。「憲章」の国会決議により、中
小企業を「社会の主役」と位置付け、トリク
ルダウンではなくボトムアップ型の経済構造
に転換していきます。今後とも、何卒よろし
くお願い申し上げます。

公
明
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　企業数の99.7％、雇用の７割を占める中小
企業は、地域経済の安定と経済社会の発展に
重要な役割を担っており、公明党は一貫して
中小企業の経営を支え、伸ばす取り組みを支
援してきました。
　中小企業憲章の基本理念や行動指針を政策
に反映させるため、公明党として、小規模企
業振興基本法の制定をはじめ、資金繰り円滑
化、事業承継支援、人材の確保・育成など、
中小企業の振興策を進めてまいりました。ま
た、企業業績の向上や経営基盤の強化に資す
る設備投資や生産性向上を支援する予算面・
税制面の支援とともに、「よろず支援拠点」
や「事業引継ぎセンター」などの相談体制の
充実、海外展開支援、下請け取引の適正化な
どに重点的に取り組んできました。

　わが国の消費税制度は、以前の個別間接税
制度が直面していた消費の多様化やサービス
化に対応できない問題点を解決し、税負担の
公平を図り歳入を安定させるために、消費一
般に広く負担を求める税として創設されまし
た。
　こうした経緯から生産、流通、販売などの
全段階において、事業者や消費者に物品役務
の提供等を行う事業者を納税義務者としてい
るところであり、仕入税額控除によって税の
累積を排除しています。消費税制度が本来予
定している目的を適切に果たすため、公明党
は、転嫁対策の徹底や簡易課税制度の維持、
中間納付制度など納税環境の整備を進めて参
りました。
　逆進性対策として、給付付き税額控除は所
得把握などに課題があり19年10月時点で実現
性が乏しいことや広く消費者に対する理解や
わかりやすさから軽減税率制度を採用するこ
ととしました。引き続き事業者の納税環境支
援に努めながら取り組んで参ります。

　経済対策では当面の需要を喚起するだけで
はなく、持続的な成長につながる未来への投
資が重要であると考えます。アベノミクスの
成果が十分に届いていない地方や中小企業向
けの支援もさらに進めていきます。20年度に
基礎的財政収支（プライマリーバランス）を
黒字化する目標について達成は困難となりま
したが、財政再建の旗は降ろさず、新しい政
策の方向性に理解を得た上で精査し、次の具
体的な財政再建目標を作るべきと考えます。

　公明党は結党以来、先の戦争に対する痛切
な反省に立った歴史観の下で「平和の党」と
して日本の平和国家としての歩みを支え、世
界の恒久平和の実現、核兵器のない世界をめ
ざし、戦い抜いてきました。今年７月に国連
で核兵器禁止条約が採択されたことを踏ま
え、今後の日本の役割については、保有国と
非保有国の橋渡し役を果たすため、政府が準
備している有識者による「賢人会議」の開催
などを対し、核廃絶への具体的な歩みに貢献
すべきと考えております。

　中小企業憲章が閣議決定された意義は大き
いものと考えます。今後も、引き続きこの憲
章の理念や行動原則の一層の具体化を図って
いくことが必要であり、そのためにも国会決
議等を含め、憲章を国民に広く周知していく
ことが重要と考えております。

愛知中小企業家同友会
各党の中小企業政策に関する質問への回答　（到着順）

愛知同友会の加藤明彦会長名で各政党（政党要件を満たし、かつ県内に県連等の本部機能を持つ政党、並びに時勢的判断から希望の党本部）に対して公開質問状を
提出し、以下の回答をいただきました。
（１）明らかな誤植については、修正の上掲載しています。
（２）各回答については各400字以内でお願いしました。到着順に上段より掲載しています。
（３）民進党については、今回の衆議院議員選挙への候補者擁立の予定がないことから、回答ご辞退の連絡を頂きました。
（４）日本維新の会、自由党、希望の党からは、残念ながら期限までに回答を頂くことはできませんでした。ご了承ください。
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第48回衆議院議員選挙に向けて


